
事務事業評価表
１．基本情報

03010102 事務事業名 農業委員会定例総会・専門部会関係事務
担当部 部等に属さない課等

担当課 農業委員会事務局

03 政策名 03 活力ある産業のまちづくり グループ 振興グループ

### 施策名 01 農・林・水産業の振興 電話番号 45-5111

### 基本事業名 01 農林漁業経営体への支援 内線番号 3502

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 06 農林水産業費 ■ Ｓ 32 年度～）

項 01 農業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 農業委員会費 根拠法令・条例等

事務の区分 自治事務（法令で義務付けられていない事務） 関連計画

事務種別 一般事務 裁量区分 裁量性 中 評価区分 標準評価 評価対象 １次評価

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

定例総会の開催（１回／月） 回 12 12 12 12 12

専門部会の開催（１回／月） 回 12 12 12 12 12

受付・審査件数 件 1,652 1,848 1,698 1,700 1,700

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象 ③ 対象指標
単位

　（誰、何を対象にしているのか） 　（左記②対象の大きさを表す指標） （実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

農地 市内の農地面積（農林水産省　公表数値） ｈａ 6,300 6,270 6,230 6,190 6,150

 ④ 意図 ⑤ 成果指標
単位

　（②対象をどうしたいのか） 　（左記④意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

有効利用される 所有権移転（農地法第３条許可） 件 141 188 173 190 200

有効利用される 農地利用集積（農地の流動化） 件 943 979 834 850 860

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図 ⑦ 基本事業の成果指標
単位

　（さらにどのような成果に結びつくのか） 　（左記⑥意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

経営体質が強化される 認定農業者数 人 318 316 307 310 315

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

国庫支出金 千円 6,800 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

その他 千円 178 0 0 0

一般財源 千円 18,765 876 993 993

千円 0 25,743 876 993 993

正規職員 人

臨時職員 人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 25,743 876 993 993

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成 25年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

農業委員会等に関する法律第６条、第２１条、霧島市農業委員会会議規則、霧島市の農業委員会専
門部会規程

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　定例総会事務については、毎月農地法関連の申請書類を審査し、現地調査後に農地利用集積計画（利用権等）の意見決定や、農地法第３条・４
条・５条の許可申請の、許可、不許可の処分決定を行う。又、平成２１年４月から県から権限移譲された農地法第３条・４条・５条の許可等については
、改正農地法により複雑化する農地の権利移動や農地転用等の適正な判断が求められている。
　専門部会関係事務については、農地専門部会と振興専門部会がある。農地専門部会においては、権限移譲による農地法第３条・４条・５条の許
可について、農地法、農地制度の事務処理基準の明確化、事例による演習研修などを職員・農業委員で行って適正かつ敏速な事務が図れるよう
に部会を行っている。又、振興専門部会は地域農業の担い手育成、農業労賃標準額の策定、農業委員の研修会の開催など農業振興に関する事
を部会で行っている。　※農地法第３条・・・・農地の売り買い・貸し借り等による権利移動　　農地法第4条・・・・・農地の所有者が自ら農地を農地以
外に転用する場合　　農地法第5条・・・・農地を買ったり、借りたりして転用する場合

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

　農業生産力の発展及び農業経営の合理化を
図り、農地の利用関係調整をはかるために昭和
２７年から開始された。　平成２１年４月より、農
地法第３条、４条、５条について県より権限移譲
をうけて、申請から許可までの期間が短縮され
たことにより、農地の有効利用を図ることができ
た。また、農地取得の下限面積の取扱を霧島市
全域を平成２１年１２月から２０ａに定めことにより
農地の有効利用を図ることができた。　　

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

事業費（A）

人
件
費 概算人件費(B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成25年度の実績及び成果

（１）平成25年度の実績（取組） （２）平成25年度の成果

　農地法や関係法令に基づき、農地の権利移動や農地転用申請を審議
し、総会において意見、許可等の決定を行っている。　担い手の確保・育
成、農地利用集積を推進している。

　総会については、審議結果や審議経緯を明らかにした議事録をホーム
ページに公表し判断の透明性・公平性の確保を図った。又、許可基準や
事務処理基準について研修し、適正かつ敏速な事務処理に努めた。



03010102
部等に属さない課等

農業委員会事務局

理　由

① この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

■ 結びついている

☐ 間接的に結びついている

☐ 結びついていない

②
農業委員会法に規定されている法令業務事務である。

■ 妥当である

☐ 見直す必要がある　

③  成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

☐ 向上する余地はかなりある

☐ 向上する余地はある程度ある

■ 向上する余地はほとんどない

④ 廃止・休止の影響はありませんか？

■ 影響がある

☐ 影響がほとんどない

⑤

■ 類似の事業はない

☐ 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

☐ 類似の事業があり、統合又は連携できる

⑥
　委員の報酬は農地法に基づく事務あり削減はできない。

■ 削減できない

☐ 削減できる

⑦

■ 削減できない

☐ 削減できる

⑧

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） ≫

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

農業委員会定例総会・専門部会関係事
務

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

　農地が有効利用されることにより経営体質が強化されることに結び
つく。

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

B

有
効
性

　経営基盤化促進法に基づく利用権の意見決定、農地法第３条、４
条、５条に係る許可申請の審査、処分決定を行う事務であり成果の
向上はない。

　農地法に係る許可・不許可の処分決定であり、農地法違反となる
ので廃止できない。

類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

類似事業がある場
合の事務事業名等

C

効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減で
きませんか？
・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　毎月、農地法に係る許可申請が提出され、、現地調査資料、議案
書等を作成して定例総会を開催し審議している。定例総会で処分
決定を行って、農業会議常任委員会に諮問し許可書を発行してい
るため、削減の余地はない。

D

公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？また、受益
者負担の公平性が確保されていますか？

　農業委員が農地法に基づいて審議して許可、不許可の処分決定
を行うので公平・公正である。

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成26年度の改
革改善の内容

　総会等については、透明性や公平性が求められているので、審議結果を公表して透明性を確保する。又、権限移譲を受
けているので、事務処理基準について研修を行い、適正な事務実施に努める

（３）平成27年度の方
向性・取組目標

　事務事業の改革改善を継続する事により、農業委員会の目的である、農地の利用関係の調整と優良農地確保及び担い
手の育成・確保に向けた取り組みを円滑かつ効率的に進めていく。

（１）事務事業の改革
改善方向性



03010102 農業委員会定例総会・専門部会関係事務
担当部 部等に属さない課等

担当課 農業委員会事務局

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

7

8

9 840 957 957

10

11 36 36 36

36 36 36

12 0 0 0

13

14 使用料及び賃借料

15

16

17 公有財産購入費

18

19 負担金補助及び交付金

20

21

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子及び割引料

24 投資及び出資金

25

26

27

28

876 993 993

0 0

0 0

0 0

0 0

876 993 993

計 876 993 993

補助率
国

県

特定財源内訳

当初予算 993 区分 名称 金額

補正予算 0

補正回数　１　回

補正回数　２　回

補正回数　３　回

補正回数　４　回

補正回数　５　回

補正回数　６　回

補正回数　７　回

補正回数　８　回

流用・充用

予算合計 993 合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成25年度　（決算） 平成26年度　（当初予算） 平成27年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 料 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

扶 助 費

貸 付 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成25年度補正・流用状況



事務事業評価表
１．基本情報

03010104 事務事業名 農業者年金事務
担当部 部等に属さない課等

担当課 農業委員会事務局

03 政策名 03 活力ある産業のまちづくり グループ 振興グループ

### 施策名 01 農・林・水産業の振興 電話番号 45-5111

### 基本事業名 01 農林漁業経営体への支援 内線番号 3502

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 06 農林水産業費 ■ Ｓ 46 年度～）

項 01 農業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 農業委員会費 根拠法令・条例等 独立行政法人農業者年金法、同　基金法施行令、同　基金法施行規則

事務の区分 自治事務（法令で義務付けられていない事務） 関連計画

事務種別 一般事務 裁量区分 裁量性 中 評価区分 標準評価 評価対象 １次評価

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

年間加入推進目標 人 8 19 5 5 5

加入者及び受給者 人 3 7 3 6 6

受給者会会員 人 686 571 507 480 470

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象 ③ 対象指標
単位

　（誰、何を対象にしているのか） 　（左記②対象の大きさを表す指標） （実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

加入対象者 人 174 330 290 240 210

６５歳以上の農業者年金加入者 受給者数 人 737 646 627 600 580

 ④ 意図 ⑤ 成果指標
単位

　（②対象をどうしたいのか） 　（左記④意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

農業者年金を普及、推進する 農業者年金への新規加入者 人 1 1 0 4 5

受給者会の活動参加数 人 321 356 328 340 350

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図 ⑦ 基本事業の成果指標
単位

　（さらにどのような成果に結びつくのか） 　（左記⑥意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

経営体質が強化される 認定農業者数 人 318 316 307 310 315

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

その他 千円 1,128 1,117 693 700

一般財源 千円 0 0 290 285

千円 0 1,128 1,117 983 985

正規職員 人

臨時職員 人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 1,128 1,117 983 985

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成 25年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　農業者年金制度は「農業者の老後生活の安定及び福祉の向上と農業者の確保に資することを目的とする公的年金制度である。農業者年金は農
業者だけが加入できる国民年金の上乗せ年金であるので、新規就農者、担い手などに制度の普及活動及び加入推進を図っている。
○　農業者年金受給事務（受給方法等の相談、経営移譲年金・特例給付金の適正な支給確保、死亡による支給停止事務、支給台帳管理、現況届
受理等）を行う。
○　農業者年金受給者会員相互の融和、親睦、地域農業の向上を目的に組織され活動している年金受給者会の事務を農業委員会事務局で行っ
ている。　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア
農業従事者（６０歳以下国民年金加入
者）

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ
会員相互の融和、交流、安定した老後
生活を送る

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

　農業者年金制度は、昭和４６年から農業者に
もサラリーマンなみの老後の安定及び福祉の向
上を目的に、国民年金の上掛け年金として創設
された公的年金制度である。　平成１３年度まで
の農業者は賦課方式であり、受給者に比べて
加入者は減少したことにより、年金財政が悪化し
た為、平成１４年度から加入者、受給者に左右
されにくい安定した年金とするために積立方式
の新制度に移行した。　加入対象者から、加入
条件、支給額等について問合せがあるが、現在
の農業所得では加入しにくいところがある。また
、掛金をもっと安くできないかの声がある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

事業費（A）

人
件
費 概算人件費(B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成25年度の実績及び成果

（１）平成25年度の実績（取組） （２）平成25年度の成果

○農業従事者の減少・高齢化が進展しているので、青年新規就農者、若
い農業者などの担い手の確保に努め、農業者の老後生活の安定及び福
祉の向上の為に、農業者年金の制度の周知に努める。
○農業者年金受給事務の適正な事務実施を行う。
○農業者年金受給者会員相互の融和、親睦、農業の向上を目的に受給
者会の事務を行っている　　　　　　　　　　　　　　　

○各地区の農業委員（加入推進部長）を中心に青年新規就農者、若い
農業者などの担い手に、加入推進　、制度の説明等の戸別訪問・説明を
行った。
○農業者年金受給事務処理（死亡届、未支給請求等　１２０件、現況届　
６３１件）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



03010104 農業者年金事務
部等に属さない課等

農業委員会事務局

理　由

① この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

■ 結びついている

☐ 間接的に結びついている

☐ 結びついていない

②
　独立行政法人農業者年金基金法に基づく事務事業である。

■ 妥当である

☐ 見直す必要がある　

③  成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

☐ 向上する余地はかなりある

■ 向上する余地はある程度ある

☐ 向上する余地はほとんどない

④ 廃止・休止の影響はありませんか？

■ 影響がある

☐ 影響がほとんどない

⑤

■ 類似の事業はない

☐ 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

☐ 類似の事業があり、統合又は連携できる

⑥

■ 削減できない

☐ 削減できる

⑦

■ 削減できない

☐ 削減できる

⑧

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） ≫

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

　農業従事者（６０歳以下国民年金加入者）に農業者年金を普及、
推進する。また、６５歳以上の農業者年金加入者が会員相互の融和
、交流、安定した老後生活を送ることにより　経営体質が強化される
ことに結びつく

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

B

有
効
性

　近年農業者の所得については、年々厳しいものがあり、加入推進
に苦慮しているが、農業者年金は任意加入制であり、制度の必要
性を理解してもらう事で加入者が若干ではあるが増える。

　法に基づく事務であり継続して行わなければならない為、廃止で
きない。

類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

類似事業がある場
合の事務事業名等

C

効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　事業費は年金基金からの受託金で運営されているので削減でき
ない。

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減で
きませんか？
・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　基金への書類確認審査、書類の提出、新規加入促進事務、経営
移譲年金受給者予定者への指導等の最低限の事務事業であるの
で削減できない。

D

公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？また、受益
者負担の公平性が確保されていますか？

　農業者を対象としている事業であり、要件を満たす者は全てが対
象となるため公平・公正である。

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成26年度の改
革改善の内容

　農業者年金制度の内容を知らない農業者が依然多いことを踏まえ、リーフレットの配付、各種会議（認定農業者等）の機
会を利用して制度の説明を行って加入推進を行う。

（３）平成27年度の方
向性・取組目標

　農業委員会は、制度の周知・普及とあわせ、加入受付、受給者からの諸届け等の受付、記載内容の事実確認など政策年
金が適正に運営されるよう適正な事務実施に努める。

（１）事務事業の改革
改善方向性



03010104 農業者年金事務
担当部 部等に属さない課等

担当課 農業委員会事務局

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

7

8

9 63 92 92

10

11 497 376 376

270 271 270

128 0

99 105 106

12 220 173 175

220 173 175

13

14 使用料及び賃借料 37 34 34

15

16

17 公有財産購入費

18

19 負担金補助及び交付金 300 308 308

20

21

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子及び割引料

24 投資及び出資金

25

26

27

28

1,117 983 985

0 0

0 0

0 0

1,117 693 700

290 285

計 1,117 983 985

補助率
国

県

特定財源内訳

当初予算 1,166 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 農業者年金業務受託費 1,117

補正回数　１　回

補正回数　２　回

補正回数　３　回

補正回数　４　回

補正回数　５　回

補正回数　６　回

補正回数　７　回

補正回数　８　回

流用・充用 12

予算合計 1,178 合　計 1,117

事務事業
コード

事　務
事業名

平成25年度　（決算） 平成26年度　（当初予算） 平成27年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 料 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

扶 助 費

貸 付 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成25年度補正・流用状況



事務事業評価表
１．基本情報

03010105 事務事業名 農地制度実施円滑化事業
担当部 部等に属さない課等

担当課 農業委員会事務局

03 政策名 03 活力ある産業のまちづくり グループ 農地グループ

### 施策名 01 農・林・水産業の振興 電話番号 45 - 5111

### 基本事業名 01 農林漁業経営体への支援 内線番号 3504

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 06 農林水産業費 ■ H 22 年度～）

項 01 農業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 農業委員会費 根拠法令・条例等 農地法

事務の区分 自治事務（法令で義務付けられていない事務） 関連計画

事務種別 補助金・負担金事務 裁量区分 裁量性 中 評価区分 標準評価 評価対象 １次評価

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

利用状況現地調査 ｈａ 6,300 6,270 6,183 6,100 6,050

耕作放棄地・非農地の判定（緑・黄・赤の３区分） 筆 5,484 1,261 1,401 1,100 1,100

指導通知・意向調査、非農地通知 筆 2,919 597 710 500 500

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象 ③ 対象指標
単位

　（誰、何を対象にしているのか） 　（左記②対象の大きさを表す指標） （実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

市内の農地 耕作放棄地（「緑」区分）の面積 ｈａ 147 33 53 30 30

耕作放棄地の所有者・権利設定者 解消の指導・今後の意向調査 人 1,152 260 334 200 200

 ④ 意図 ⑤ 成果指標
単位

　（②対象をどうしたいのか） 　（左記④意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

耕作放棄地の発生防止・有効利用 耕作放棄地の解消 ha 21 49 31 33 35

農地の流動化 あっせん活動による権利移転・権利設定 件 30 41 35 30 30

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図 ⑦ 基本事業の成果指標
単位

　（さらにどのような成果に結びつくのか） 　（左記⑥意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

経営体質が強化される 認定農家 人 318 316 307 310 315

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 2,675 2,937 3,794 3,037

地方債 千円 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0

一般財源 千円 0 58 61 61

千円 0 2,675 2,995 3,855 3,098

正規職員 人

臨時職員 人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 2,675 2,995 3,855 3,098

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成 25年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　平成21年12月の改正農地法により、新たに農地の所有権等の権利を有する者は適正かつ効率的な利用をしなければならないという旨の責務規
定や相続等の届出制度が設けられるとともに、農業委員会の新たな役割として、農地一筆ごとの利用の状況を把握するための「利用状況調査」を毎
年実施することが義務付けられた。以上のことを踏まえ、遊休農地の実態把握と発生防止・解消対策により農地の有効利用を推進する事業である。
＊農地の適正管理の啓発
＊地図情報システム（航空写真等）を活用した「利用状況調査図」の作成
＊農業委員による農地全筆の利用状況調査（耕作放棄地の荒廃度を「緑」「黄」「赤」の３区分）
＊「緑」区分の所有者等に指導通知と意向調査、「赤」区分に非農地通知
＊意向調査の結果に基づき、貸借・売買希望者の農地あっせん活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

　わが国の食料自給力の強化のため、これ以上
の農地面積の減少を食い止めることを目的に
H21.12月農地法等の一部を改正する法律が施
行され、農業委員会は農地転用規制の厳格化
や農地の確保に積極的な役割を果たしていくこ
ととなった。　農業の重要な生産基盤である農地
について、その確保及び有効利用の促進が図
られる。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

事業費（A）

人
件
費 概算人件費(B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成25年度の実績及び成果

（１）平成25年度の実績（取組） （２）平成25年度の成果

農地利用状況調査 6,183ha
調査結果　緑：478筆　黄：581筆　赤：342筆
遊休農地に対する指導通知・意向調査
410筆　48ha

耕作放棄地の解消　251筆　31ha



03010105 農地制度実施円滑化事業
部等に属さない課等

農業委員会事務局

理　由

① この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

■ 結びついている

☐ 間接的に結びついている

☐ 結びついていない

②

■ 妥当である

☐ 見直す必要がある　

③  成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
農家の高齢化や後継者の減少で、厳しい現状である。

☐ 向上する余地はかなりある

■ 向上する余地はある程度ある

☐ 向上する余地はほとんどない

④ 廃止・休止の影響はありませんか？
耕作放棄地の増加等により、農地の有効利用が図れない。

■ 影響がある

☐ 影響がほとんどない

⑤

■ 類似の事業はない

☐ 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

☐ 類似の事業があり、統合又は連携できる

⑥

■ 削減できない

☐ 削減できる

⑦

■ 削減できない

☐ 削減できる

⑧

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） ≫

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

○ ○

・農業経営の効率化を進める担い手への農地利用の集積・集約化の推進

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

農業の重要な生産基盤である農地について、耕作放棄地の発生防
止・有効利用及び農地の流動化を図ることで、経営体質が強化され
ることに結びつく。

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

耕作放棄の発生防止と解消には有効な手段であり、農地法に規定
された業務である。

B

有
効
性

類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

類似事業がある場
合の事務事業名等

C

効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

改正農地法により、新たな管理項目に対応した農家基本台帳の整
備、利用状況調査図などハード面の整備のための経費を伴ったが
、今後はそれを活用した調査経費用等が主になる。

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減で
きませんか？
・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

農家の実態や地域の効率的な農地利用は、農業委員による調査が
最も有効と考えられる。

D

公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？また、受益
者負担の公平性が確保されていますか？

霧島市全域の農地の所有者・使用収益権設定者に対して、農地の
有効利用に関する指導等を行っている。

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成26年度の改
革改善の内容

・利用状況調査図の改善
・遊休農地の発生防止・解消、農地の利用増進に向けての利用調整の推進

（３）平成27年度の方
向性・取組目標

（１）事務事業の改革
改善方向性



03010105 農地制度実施円滑化事業
担当部 部等に属さない課等

担当課 農業委員会事務局

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4 161 182 182

7 1,989 2,055 2,070

8

9

10

11 238 164 164

188 164 164

38

12

12 43 80 82

43 80 82

13 564 1,374 600

14 使用料及び賃借料

15

16

17 公有財産購入費

18

19 負担金補助及び交付金

20

21

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子及び割引料

24 投資及び出資金

25

26

27

28

2,995 3,855 3,098

0 0

2,937 3,794 3,037

0 0

0 0

58 61 61

計 2,995 3,855 3,098

補助率
国

県

特定財源内訳

当初予算 3,171 区分 名称 金額

補正予算 0 県支出金 県支出金 2,937

補正回数　１　回

補正回数　２　回

補正回数　３　回

補正回数　４　回

補正回数　５　回

補正回数　６　回

補正回数　７　回

補正回数　８　回

流用・充用 75

予算合計 3,246 合　計 2,937

事務事業
コード

事　務
事業名

平成25年度　（決算） 平成26年度　（当初予算） 平成27年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 料 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

扶 助 費

貸 付 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

98.06％ 98.4％ 98.0％

補 助 基 本 額

平成25年度補正・流用状況
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